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立命館大学准教授高村学人氏は2007年４月25日、論文「アソシアシオンへの自
由」を早稲田大学大学院法学研究科に提出して、博士（法学）の学位を請求し
た。下記の５名の者はこの論文を審査してきたが、2008年２月18日、その審査を
終了したので、ここにその結果を報告する。
1 本論文の構成と内容（省略）
2 本論文の評価
１．近年社会科学の諸分野で、?個人・政党・選挙>を核とする伝統的民主主
義モデルに対して、「討議民主主義」、「新しい市民社会（Zivilgesellschaft）論」、
「アソシアシオンによる公共形成」といった新たな民主主義モデルが対置され、
これに対応するかのようにNPO法、非営利一般法人の制度化がようやくわが国
でもなされるに至った。このような議論や制度は、国家、中間団体、個人のいか
なる相互関係を念頭に置くものなのだろうか。本論文はこうした民主主義をめぐ
る今日的状況に対する問題意識を背景として執筆されたものだが、現代の市民社
会論に繫がるルーツを安易に歴史の中に求めようとする態度を排し、まずはフラ
ンスの中間団体法史を、法制度とそれをめぐる言説の展開という事実に則して跡
付け、フランスにおける「市民社会」観や「国家像」の特質を明らかにすること
を狙いとしている。その意味で本論文は、現代的な課題意識を前提としつつも、
それを分析対象としての歴史事象に直接投影することなく、課題意識と対象認識
との間で適切な緊張を保持しているということができる。
２．著者は、近代フランスが集団的なるもの、社会的なるものをいったん否定
したうえで、どのようにそれを法制度の中に統合したのかを考察し、近代フラン
スの特質は何かを解明しようとする。著者は、アソシアシオンに関して、社会史
学の分野で提示されたような事実上の団体結成の動きを描写するにとどまらず、
これを社会の変化、政治状況の影響等と関連付けて捉えるとともに、思想状況を
も分析の対象とし、諸思想がどのように法案に結晶化していくかを考える。すな
わち著者は、法社会学・法史学と法思想史・立法史をダイナミックに結合させて
いるのである。法学の分野においてこの問題を総体的に考察したものは従来なか
った。この点が、本論文の最大のメリットである
３．このような総合研究を遂行するためには、多くの史料・文献を読みこなす
ことが必要である。著者は自ら収集した一次資料も含め、手書きの文書、議会資
料、法令・判例、統計資料、内外の膨大な量の文献を渉猟している。ここに総合
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研究遂行に必要な研究能力を認めることができる。
４．本論文は、フランス革命期から1901年法成立期までのアソシアシオン・中
間団体に関する法制度、それを支える法理論・法思想をフォローし、?国家と個
人の対峙する二極構造という社会像>から?アソシアシオンを法認する新たな社
会像>への変化のありようを明らかにした。歴史の画期ごとに、国家―中間団体
―個人の関連、この関連をめぐる言説に関し、従来の理解とは異なる新しい見方
を提示している。
（１）著者は、まず革命期における反結社法の「社会像」を、?公共精神を媒介と
する国家>への個人の統合として描いている。すなわち著者は「社団」と異質な
「アソシアシオン」による「公論」の展開が革命の条件を醸成したにもかかわら
ず、革命期立法者の社会像には、個人と国家しか存在しなかった、彼らは、アソ
シアシオンとそれによって担われる「公論」を「社団」ともども排撃し、これに
よって生じる空𨻶を、国家が体現する「公共精神」によって埋め合わせ、個人の
国家への完全な統合を目指した、と捉える。このような見方は、フランス革命時
における反結社政策が、個人を「社団」から解放することにより「アソシアシオ
ン」の形成主体を創出した、とみる有力説へのアンチテーゼとなっている。
（２）さらに「公共精神」をめぐるル・シャプリエのジャン・ジャック・ルソー
との緊密な思想的関係と、これに対して「公論」を重視する立場からル・シャプ
リエ法案に独自のスタンスをとった、ダントンやロベスピエールの思想上の位置
づけも、興味深い。しかしルソーやル・シャプリエの「公共精神」の強調が、単
に国家による国民への意識の植え付けを目指したものに過ぎなかったのかについ
ては、更なる検証が必要であろう。ルソーには、自立的な市民形成によって国家
を下から主体的に担うことを目指したシヴィック・ヒューマニズムの思想が顕著
であり、それが革命の担い手たちに反映している可能性をも排除できないからで
ある。
（３）次に著者は、ナポレオン刑法典の結社罪の位置づけに関しても、革命期の
反結社法の確認・強化だったとする従来の位置づけに対し、「公共の秩序維持」
を動機とするものだったという新たな見方を対置した。著者がこの観点から、結
社罪にもかかわらず現実にはアソシアシオンが存在したという事実を指摘するだ
けでなく、国家が統治目的に適合的な形に中間団体を機能別に再編しようとした
過程をも描き出したことは、特に評価される。
（４）著者は、アソシアシオン法の位置づけにおいて、「結社の自由」実現の側
面、中間団体否認からの転換を、19世紀後半に進んだ各種中間団体承認の到達
点、第三共和政における公的諸自由の承認の完成点と見ることには慎重である。
著者は、アソシアシオン法は、事実のレベルで簇生していた結社の自由を法認す
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るものだったが、しかし同法の立法者には、「中間団体」の自立が「国家」の専
制に対する「個人」の自由の防御壁になるとする自由主義的な問題関心は共有さ
れていなかったと見、アソシアシオンに強固な財政基盤を認めない同法のうち
に、革命期の「社会像」の痕跡を読み取っている。本論文は「国家」と「個人」
しか措定しなかった革命期の「社会像」が、結社の自由を法認したアソシアシオ
ン法の成立によって転換させられたという従来の見方に対し、むしろアソシアシ
オン法の構造とこれを正当化する議論のうちに中間団体否認という思想の強固さ
を確認している。この点にも本論文の独自性を認めることができる。
（５）このようなアソシアシオン法の新たな側面に光を当てることができたのは、
著者に、アソシアシオンに関する社会学的認識に加えて独自の法学的認識が存在
したことによる。この法学的認識は、主として法人論の観点からの分析として展
開されたものである。著者がこの観点から、フランスの法人学説を詳細に検討し
たことも、評価されるべき点である。
（６）このように本論文は、フランス革命から1901年アソシアシオン法成立にい
たる一筋縄では捉えることができない歴史的経緯を、?国家―中間団体―個人>
の関連（社会像）という視角から、社会動向、立法動向、イデオロギー動向に則
して、総体として捉えようとするスケールの大きい野心的な業績であると評価す
ることができる。
５．しかし、スケールの大きい仕事であるだけに、そのことに伴ういくつかの
難点を、本論文も回避できてはいないと思われる。
（１）本論文は、?国家―中間団体―個人>の編成態様の変遷を通史的に追ってい
るが、この中間団体には、コルポラシオーン、政治的結社、宗教団体、相互扶助
組合、労働組合、会社、地縁団体などきわめて多様で異質な団体が含まれる。公
論から公共精神へという歴史的局面において問題とされているのは政治的アソシ
アシオンであり、19世紀後半の「社会問題」への対応の局面で主として扱われて
いるのは、相互扶助組合や労働組合であり、アソシアシオン法の成立過程の分析
で登場するのは修道会である。しかしそれぞれの団体には、それぞれ固有の位相
がある以上、それぞれについての通時的な分析が必要なのではないかという疑問
が直ちに生じる。少なくともこの位相の相違をどう処理したかの説明があって然
るべきだった。
（２）次に、中間団体論の視角から法人学説を検討するに際して、オットー・フ
ォン・ギールケの集団意思説が、当時のドイツの君主制を法理論的に基礎付ける
ものだったと位置づけられているが、この断定は再考を要する。ギールケはむし
ろ、ゲルバー、ラーバントの法人論に、ドイツ自由主義の立場から対抗したから
である。ギールケの法人論を当時のドイツ法人論史全体の中に位置づけた上での
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比較が必要だった。ここに見られるように、総合研究を目指すのであれば、フラ
ンスに留まらず他の国の事象についても、通史的に扱いつつ比較考察を行う必要
がある。著者自身自覚しているように、各国のアソシアシオンの法構造と法人観
念の比較分析は、各国の「国家」像、「市民社会」観念のあり方に関するより深
い認識を導くことになる。上述のドイツ研究とともに、イギリスにおける、特
に、信託という法構造によって特徴付けられるアソシエーション、メイトランド
によるギールケ法人論の受容、といった分析をも踏まえ、比較考察がなされてお
れば、フランスにおける「社会像」の特質もより鮮明になったと思われる。
（３）著者は、1901年のアソシアシオン法の成立過程を分析するに当たり、「法の
相対的自律性」の視点を分析に取り入れた。すなわち法形成の要因を、事実や思
想のありように還元することを避け、立法者の法的レトリックの規定的役割の分
析を重視し、これを踏まえてアソシアシオン法の特質を明らかにしようとした。
だが本論文では、「法と社会の相互作用」の解明という法社会学的手法による分
析も、他方で意図されている。とすれば社会において中間団体の果たす役割が増
大し、《国家から自立する市民社会の担い手としてのアソシアシオン》という思
想・イデオロギーが強まる中で、それにもかかわらず「共和国の論理」がアソシ
アシオン法を貫いたのはなぜか、それぞれの歴史段階でのアソシアシオンに関す
る諸言説が、いかなる経済的、社会的利害とその抗争関係を反映するものだった
のか、?国家―中間団体―個人>の編成のありようは、いかなる所有構造を基礎
とするものだったのか、があわせて分析されなければならなかった。著者が提起
した「社会像」も、所有範疇を基軸とした法の歴史分析の中に位置付けられるこ
とによって初めて、トータルな分析視角たりうるものとなろう。「法の相対的自
律性」と「法と社会の相互作用」という二つの分析手法の関連が問われるところ
であるが、それが本論文では必ずしも自覚的に追求されていない。
６．しかしながら、本論文が持つ以上の難点は、法の総体的歴史分析を目指そ
うとする以上、時間をかけて克服されるべき性格の問題であり、本論文の価値を
減ずるものではない。
3 結 論
以上の検討を踏まえた結果、下記審査委員は、本論文の提出者が博士（法学・
早稲田大学）の学位を受けるに値するものであることを認める。
2008年２月18日
審査員
主査 早稲田大学教授 笹 倉 秀 夫
早稲田大学教授 今 関 源 成
早稲田大学教授 戒 能 通 厚
早法84巻１号（2008）314
早稲田大学教授 澤 能 生
早稲田大学教授 中 村 紘 一
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